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り広報活動 を活発にして,受験者の確保を図っている。 しか し,18歳人口の減少にバブル崩壊後の不況
が重な り,ほとんどの大学が受験者数を減 らしている。
このような受験者数の減少は,単純 に考 えれば受験競争の緩和につながると考えられるが,果 た して
そうであろうか?確 かに大学を選ばなければ比較的容易に入学す ることが両∫能な環境になりつつある
が,実 際にはより社会的評価(ラ ンク)の高い大学 をめざして激 しい競争が続いている。従来は,義務
教育を終えた後の高等教育に対するものであった受験競争が現在では低年齢化 し,中学校受験はもとよ
り小学校受験 も特別なものではな くなってきている。どうや ら,受験者数の減少が必ず しも受験競争の
緩和につながっていないようである。
また,学 校教育に続 く就職においても,不況による採用数の削減 にともなって激 しい競争が繰 りひろ
げられてお り,ここでも一部上場企業をは じめとする有名企業への競争が特に激 しい。 さらに,就職後
の昇進競争についても相変わらず激 しいものがある。そ して,高 度成長期のように組織が拡大している
状況 とは異な り,近年のポス ト不足の状況では昇進させた くても昇進 させるポス トがないという問題 を










4)上記 の ような 「ラ ンク志 向」 が,自 己の本属の組織 に対す る コ ミッ トメン トを高める とは限 らない
のでは ないか?
本研究 では,こ れ らの問題意識 に基づ き,ス クリーニ ング仮説田,人 的資本投資{2],ランク ・ヒエラル
キー(RH)に よるイ ンセ ンテ ィブ制度[3],日本の半水平 的組 織構造[4],組織 人モデ ル とプロフェッシ ョ
ナル ・モデ ル{5],二重 のロイヤ リテ ィ固,活 性 人モデルエ7]とい った従来の研究 を通 して,そ の回答 を試み
る ものであ る。 その際,上 記の研究のみでは説明が不十分 な面 に対 して,新 た に 「RHに対す る心 理的余
剰 価値」,「RHによるイ ンセ ンテ ィブ拡張 モデル」 を提示す る。
その上で,
1)日本 において高い ラ ンクを得 るこ とが努力 の大 きな誘 因 とな ってい るこ と
2)高い ラ ンクを得 るための教育投資 によって期待で きる将 来の収益 が,た とえ投資額 を上回 らな くて
も,高 いラ ンクを得 ること自体が報酬 とな ってい るこ と
3)高い ラ ンクの心理的価値 は,長 期 間の学 習意欲 の維持,お よび円滑 なジ ョブ ・ローテーシ ョンを可
能 に してい ること
4)高い ラ ンクに対す る価値 には,自 己の本属組織 内の もの と本属組織外の ものが あ り,前 者 は自己の
所属す る組織 に対 する コ ミッ トメン トを高め,後 者はそれ以外 の もの(仕 事や趣味)に 対するコ ミッ
トメン トを高め るこ と
を指摘 し,ラ ンク ・ヒエ ラルキーの多様性 と日本の組織 におけ るメ ンバ ーの コ ミッ トメ ン トとの関係 に
つい て考察す る。
2.ス ク リー ニ ン グ仮 説
企業は,労働市場から人的資源を調達(採 用)す る際,な るべ くかかるコス トの小 さい方法で信頼性
の高い情報を得 ようとする。そのために,企業は面接 を行 なった り,学力テス ト,職業適性検査,性 格
検査 を行なった りする。 しかし,これ らはすべて短時間の間に行なわれるものであるため,人 間の多面









グナルを企業に送るために教育費用を余分に負担 していることを意味する田。企業が,ス クリーニ ング仮
説に したがった行動をとればこの ような教育投資の傾向は強化 される。そのことが,さ らに企業が学校
教育から得る情報の信頼性 を高めることになる。それにより,企業がこの情報をさらに重視するように
なるといった相互に強化 し合 うサ イクルが形成 される。
日本では,一般 に学歴重視の傾向が強いといわれているため,ス クリーニング仮説が的を得ているよ
うに思われる。 さらに,採 用に関 していえば,高 校卒,大 学卒 とい う面での学歴のみならず,場 合 によ
るとそれ以上に,ど この大学か という面での学歴がスクリーニ ング機能を果た している。そこで,よ り
社会的評価の高い,す なわち 「ランク」の上位の大学に入学 しようと思って激 しい競争を行な う。 これ
が,日 本における受験競争である。そのために,塾 ・予備校 ・家庭教師に多額の教育費をかけ,結 果と
して教育費用を余分に負担 していると同時に,長 時間の 「学習」を行 なうことになる。また,何 を学ぶ
かよりも,どこの大学に入るかが優先されることになる。同様 に,就 職の際には何の仕事をするかより





ということである。そうでなければ,教 育訓練に対 して無限の需要が起こるからである。ただ し,「学校
とは訓練を生産することに特化 された一つの組織である」 とい う点において学校教育 もこの考 え方に含
まれることに注意を要する。すなわち,生産 という点においては学校 と企業は同様に扱 うことができ,
生産の対象が訓練か財かについて異 なるのである。
また,Bccker[2]は,職場訓練を 「一般訓練」 と 「特殊訓練」 に分類 し,完全に一般的な訓練は多 くの企
業で等 しく有用であるため,限 界生産力を同 じだけ増加 させ るとしている。 これに対 して,完 全 なる特
殊訓練は,訓 練を行 った企業において生産性を特 に大 きく増大 させ,他 の企業の生産性には何の影響 も
与えない。
一般訓練では,賃 金率は限界生産力と正確に同額だけ上昇 し,このような訓練を行 う企業は何の収益
も得ることがで きない。それでも企業が一般訓練 を行 うのは,基 本的にその費用を労働者が負担するこ
とになるためである。すなわち,一般 訓練による 「一般熟練」はどの企業でも通用するため,完 全に競
争的な市場では労働者は自由に企業を移動するすることがで き,その生産性 に見合 った賃金 を獲得で き
るが,訓 練費用をすべて負担 しなければならない田。学校教育は,ま さしく一般訓練 に相当するものであ
る。学校教育を含む一般訓練において,各類の費用の総計 として定義される総費用は,収益の(人 的)資
本化 された価値と等 しくなる[2}。これは,現在か ら将来にわたっての人的資本投資が,同 じく現在から将
来にわたっての市場割引率を考慮 した収益の総額 と等 しいことを意味する。ただ し,日本企業 において
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は一般に 「終身雇用」 と呼ばれる長期勤続の傾向があるため,一 般訓練を企業が負担することも多い。
一方,特殊訓練 による 「特殊熟練」は,こ れを受けた企業でのみ有効な熟練であるため,従 業員が企
業を移動する際にその価値は失われる。 したがって,特 殊訓練 はその企業において従業員を長期勤続の
方向に向かわせる傾向がある。亡 こで もし,日本において長期勤続の傾向が強いとい うことを前提 にす
るならば,特 殊訓練が重要な役割 を果たしているはずである[3]。実際,日 本 においてOJTによる特殊熟
練が教育訓練の中心的役割を果た していることは多 くの企業で確認される。"
それでは,特殊訓練の費用は企業が負担すべ きであろうか,それ とも労働者が負担すべ きであろうか?
企業が負担 した場合,労 働者が転職するとその費用を回収できなくなってしまい,逆 に労働者が負担す
ると解雇されたときに特殊熟練の価値が失われてしまうため,費用を回収できなくなってしまうm。そこ
で,転 職やレイオフが頻繁に行われるアメリカにおいては,特 殊訓練の費用を双方がシェアすることが
自然である。 しか し,H本 においては,長期的な勤続傾向によって一般訓練 をも企業が負担することが
多いほどであるため,特 殊訓練の費用はほとんど企業が負担 している。このように考えてい くと,日本
において,労 働者自身が教育訓練費用を負担する場合の多 くは学校教育であることがわかる。 したがっ
て,人 的資本の理論における 「冬期の費用の総計 として定義される総費用は,収 益の(人 的)資 本化 さ
れた価値 と等 しくなる」 ということは,B本 の場合,学 校教育が中心となる。ここで もう一度 「はじめ
に」で述べた疑問の中で,
2)学校教育に投資す る費用に見合 うだけの能力向上が達成 されているのか?
3)もし,学校教育への投資が将来の収入増加のための先行投資だとして も,それを確実に回収する見
込みがあるのか?
を考 えてみ る と,ど う も,そ れに見合 った能力向上,収 入増加が達成 されてい るとは限 らな いよ うに思
われる。 もちろん,達 成 され るこ ともあるが,必 ず達成 され るわけではないのが現実 であろ う。 なぜ な
ら,前 節 で も述べ た よ うに,塾,予 備校,家 庭教 師等 に過剰 ともいえる費 用 をかけてい るか らである。
また,企 業内の 同一年齢での賃金格差 が小 さいか らであ る。
人的資本投資 の理論 で は,将 来 の収益 は予測で あ るため保証 の限 りではないが,少 な くと も現時点 で
の期 待 とい う点 において は両者が 等 しくな っている。 これ に対 して,日 本 の場合 は,最 初 か ら両者 が等
しくなるこ とを前提 と して いない のではない だろ うか。 これは,学 校教育 への投資額 とのバ ラ ンスにお
いて,将 来の収益 の総 額 「+α」 の ものがあるのではないかとい う考え方を意味す る。前節のス ク リーニ
ング仮説 および次節 の ラ ンク ・ヒエ ラルキー に よる インセ ンテ ィブ をふ まえる と,高 いラ ンクを得 る こ
と自体の心理 的価値が 「+α」 に相 当する ように思 われる。す なわ ち,ラ ンク ・ヒエ ラル キー に対す る心
理 的価値の分 だけ,現 在 か ら将来 にわたって の収益 の総額の期待 よ りも多額の学校教 育へ の投資 を行 う
わ けであ る。本研 究は,こ の 「+α」 に目を向 ける もので あ り,7節におい てラ ンク ・ヒエラルキーに対




日本の組織は,環 境の変化や トラブルに柔軟かつ迅速に対応するといわれているが,こ れを支えてい
るのは実行部門への権限委譲による分権的な業務プロセス(水 平的コーディネーション[3])であると考え
られる【7H13]。例えば,緊 急を要する トラブルが生 じた場合,従 業員の参加によって組織のセンターの集
権的コントロールな しに柔軟かつ迅速に対応する。このことは,欧米,特 にアメリカの組織における 「垂
直的 ヒエラルキー ・コン トロール」 との対比において特徴的である困。
しかし,一般に実行部門への権限委譲は,そ の部門にとっての 「局所最適」に陥 りやすいといわれる。
すなわち,そ の部門にとっては都合が良 くても,それが必ず しも組織全体の最適性を保証するものでは
なく,場合によればマイナスになることもあ りうるとい うことである。それでは,日 本の組織において
この局所最適を防止 しているものは何であろうか?青 木[:S}によれば,そ れはより高いランクへの昇進 ・
昇格がインセンティブとなって,従 業員が長期的に激 しく競争するといった 「ランク ・ヒエ ラルキーに
よるインセンテ ィブ」(以下ではこれを 「RHによるインセ ンティブ」 と省略することにする)制度であ
るとしている。これにより,自己の能力を高めるために長期 にわたって学習 を継続 し,し かもジョブ ・
ローテーションに迅速に対応するように多 くの分野について幅広く学習を行 なうことになる。 さらに,1
つの部門の情報のみならず多 くの部門の情報に基づいた行動 をとるようになる。また,よ り高い役職 に
就 くためには経営参加的な観点からの問題解決が必要となるため,そ のための学習 も積極的に行なうこ
とになる。
これらの結果 として,専 門的学習のみならず 「幅広い参加的学習」を継続 してい く囲。 これにより,権
限委譲の際の局所最適を防止 しているのである。 このことは,欧米の組織で一般的な 「専門的学習」 と
の対比において特徴的である。これに関 して,我 々は従来の研究{川・[M].[15]において,欧 米の組織で一般
的な 「専門的学習」のみならず局所最適を防止する 「幅広い参加的学習」への注意の配分圃 に日本の組
織の特徴があ り,この学習の二面性が組織活性化[17H21]に対 して重要な役割を果た していることを指摘
している。上記の局所最適の防止,組 織活性化は権限委譲による水平的コーデ ィネーションを可能に し
てお り,それ らを支える 「RHによるインセンテ ィブ」は日本の組織 において重要である。
ここで注意すべ きことは,RHによるインセンティブが多 くの階層を持った(垂 直的な)形式的内部組
織構造[3]を必要とすることである。すなわち,日本の組織が水平的コーディネーションによって環境の変
化や トラブルに柔軟かつ迅速に対応することの基礎 となるRHに よるインセンティブは,皮 肉なことに垂
直的な組織構造 に支えられているとい う矛盾を有 している[9]。その結果 として,水 平的組織構造 と垂直的






し,日本の組織で多 く見 られるこのようなジョブ ・ローテーションや幅広い参加的学習は短期的な組織
の効率性を低下 させる田。しか し,長期的な視点に立てば,組織全体の最適性の追求といった効果をもた
らすだけでな く,本来の担当者が不在の ときの リカバリー,ト ラブルや緊急性 の高い業務への担当者以
外の応援によるスピーディーな対応 を可能にしている。ここで,こ のような長期的な効果の追求のため
の短期的な効率性の低下は,…般 に終身雇用と呼ばれる日本の長期的勤続傾向を前提 とした人事管理の
中で,長 期的な効果を生む前での従業員の転職の可能性が小 さいために許容 されるのであ り,ア メリカ
の ように従業員の能力向上がかえって転職の機会を増大 させるような環境の もとでは成立 しに くいmj。
以上より,Rllによるインセンティブ,長 期的勤続傾向,ジ ョブ ・ローテーシ ョン,幅広い参加的学習,
権限委譲,半 水平的組織構造,環 境の変化や トラブルに対する柔軟かつ迅速 な対応 といった日本の組織
の特性は,互 いに深 く関連 しあっていることがわかる。そして,RHによるインセンティブはこれ らの特
性の基盤 となるものである。
5.内部昇進制モデルと年齢による昇進価値の心理的基準化
企業にとって,い かにして従業員の労働意欲(モ ラール)を 高めるかは重要な課題である。この課題
に対して日本企業では,ラ ンク ・ヒエラルキー(RH)によるインセ ンティブ制度が機能 していることは
前述の通 りであるが,ス カウ トによ り転職が頻繁に行われるアメ リカ企業と比較すると,転職を抑制す
る働 きをしていることがわかる。そのため,RHによるインセンティブ制度は,企業内部に長期的に留 まっ
ている者を昇進の際 に重視するといった而から捉えた場合,「内部昇進制モデル」の対象となる。このモ
デルでは,企業が従業員の働きぶ りを観察することで労働者の生産性を間接的に評価 し,よ り努力する
者 を昇進 させることによって,従 業員のモラールを高め,努 力水準 をよ り多 く引き出す と主張する{1j。
このモデルによれば,労働者は昇進の時期をより早めるために,学 習 を継続的に行い,自 己のパフォ
ーマンスを高めるように努力する。その際,昇 進 による賃金の上が り方が大 きい と,努力の価値が高い
ということを意味するため,労 働者のモラールがいっそ う高まることになる。 日本企業は,こ のような
メカニズムを利用 し,若年層の労働者には限界生産性 よりも低い賃金を,高 年層の労働者には限界生産
性 よりも高い賃金を支払 うため,年 功型の賃金になる川。その結果,昇 進 ・昇格者の選抜においても高年
齢の従業員を優先することになる。これは,日 本の組織における 「長期的選抜」 として位置づけ られる。
これにより,労働者 は企業内部に長 く留まるようにな り,いわゆる 「終身雇用」,すなわち長期的勤続傾
向が形成 される。それと同時に,労 働者は外部の労働市場か ら遮断 されるようにな り,「内部労働市場」
を形成する。
内部昇進制のメリットとしては,こ れがRHに よるインセンティブとなって従業員問の競争を促 し,自
己のパフォーマンスを高めるような学習を促進することがあげられる。 また,長 期的勤続傾向につながっ




や トラブルに対 して,実 行部門が自律的に迅速かつ柔軟に対応することが可能になる。
内部昇進制は,昇 進者を選抜する際に内部者のパフォーマンスを観察 していればよく,全体の労働市
場における従業員の価値を測定する必要がないため,企 業にとって従業員の価値を測定する際 にかかる
コス トを節約で きるとい うメリットがある倒。
さらに,内 部昇進制では長期 に渡って従業員のパフォーマンスを観察することができるため,業 績 ・
努力の積み重ねを比較的正確 に把握できるとい うメリッ トもある。 しかも,ジ ョブ ・ローテーションに
より多 くの上司から評定 されるため,1人 の上司の恣意性からの解放 も期待することがで きる。
以上のように,内 部昇進制モデルによって,日本企業の特徴ともいえる 「RHによるインセ ンティブ制
度」 と 「年功型の処遇」が説明される。その意味では,RHによるインセンティブ制度 と年功型の処遇は
両立するようにみえる。
しか しなが ら,年功基準にかかるウェイ トが大 きい ということは,能 力基準のウェイ トが相対的に小
さいことを意味する。能力基準のウェイ トが小 さければ,従 業員が昇進 ・昇格をめ ぐって激 しく競争す
る価値 も小 さいはずである。 もしそうだとすれば,RHに よるインセンティブが無意味 なもの となる。す
なわち,RHに よるインセンティブと年功型の処遇の両立は不整i合を生 じる。 しか し,現実には昇進 をめ
ぐって激 しい競争が繰 り広げられている。
この両立の原因の一つが,「長期的」な選抜 ・競争 ・モラールの維持であることは内部昇進制モデルか
ら説明 される。 しか し,それだけでは若年層の学習および競争を説明するには不十分である。なぜなら,
若年者の能力向上 よりも,中高年者の年齢 ・勤続年数が優先される可能性が高ければ,昇 進をめ ぐって
激 しく競争する価値が小 さいと考えざるを得ないからである。
それでは,年 功基準に対するウェイトが大 きいにもかかわらず,従 業員はなぜ昇進 ・昇格のために学
習を継続 し,激 しい競争を行 う必要があるのだろうか?特 に,若 年者にとって,自 己の能力向上 より
も,中高年者の年齢 ・勤続年数が優先される可能性が高いの に,RHによるインセンティブは どの ような
意味があるのだろうか?こ のような日本の組織 における現実を年功制の枠組みの中で説明するために
は,従 業員の心理的側面に関する新 しい視点が必要になる。
そこで,筆 者は従来の研究{刎において,従 業員が昇進 ・昇格の価値を年齢や勤続年数によって基準化
するといった心理的操作の視点か ら,年功制の中で も従業員が昇進 ・昇格をめぐって激 しく競争するこ
との説明を試みている。例えば,30歳代での課長 と40歳代での部長の価値がほほ等 しいと考えることが,
ここでの基準化に相当する。これによれば,彼 らは年功制自体を制約条件 として受け入れ,こ の制約の
枠内でできるかぎり早い時期の昇進をめ ざすことになる。 さらに,彼 らの競争の相手は同年代の従業員
であ り,年齢がかなり上の先輩を競争相手 とはあまり認識していないことを意味する。
以上 より,年功型の処遇の枠組み中で もRHによるインセンティブ制度が成立することは,従業員が昇
進 ・昇格の価値 を年齢や勤続年数 によって基準化するという 「昇進価値の心理的基準化」の視点か ら説
明されうるものと考 えられる。また,普 通に考えればRHに よるインセンティブの価値を低下 させ るよう




6.組 織人モデル,プ ロフェッシSナ ル ・モデルと二重のロイヤリティ,活性人モデル
6.1組 織 人モ デル とプ ロフ ェッショナル ・モデル
太田[5]は,職業 人のコ ミッ トメ ン トには,大 き く分 けて2つ の タイプがある'として いる。 そ して,2つ
の タイ プの類 型化 の基準 として,本 属組織へ の関 わ り方が 目的的で あるか手段 的 であるか をあ げている。
こ こで,「目的 的」 であ るとい うことは組織 に一体化 ・コミッ トしている ことを意味 し,「手段 的」 であ
る とい うこ とは組織 以外の ものに一体化 ・コ ミッ トしてい ることを意味す る。
前者 は,メ ンバ ーに対す る組織 内の評価 が組 織外の評価 を上回る場合 であ り,一 般 にそのギ ャ ップが
大 きいほ ど組織 に一体化 し,そ れが さらにギ ャ ップを拡 大するこ とになる。 この ように形成 される組織
や仕事 に対 す る個 人の関わ り方を太田 は 「組織 人モ デル」(organizationmanmodel)と呼んでいる。 この
モ デル におい て,組 織は閉鎖系(closedsystem)として認知 され る。 したが って,労 働市場 と遮 断 されて
い る分,組 織 は小 さな誘因で貢献 を得 ることが可能で あ り,前 節 で述べ た 「内部労働市場」 へ と組織 を
導 いてい く。 また,専 門的能力 の外 部汎用性 が さほ ど重 要でない場 合 は,所 属 組織への コ ミッ トメ ン ト
を高め,組 織 に特化 した能力 を身につけ させ る方 が効率 的である。 これは,3節 で述べ た 「特殊熟練」 に
相 当す る。 その ため,職 場 内教育訓練(OJT)に よって仕事の能力が形成 される職場 ほ ど組織 人モデル に
近づ きやすい。 さらに,組 織内で 自己の能力 を発揮 し,評 価 を高め,他 人 との競争 に勝 ち抜 くことによっ
て高次 の欲 求 を充足 す るため,組 織 に対 して最大 限の 貢献 を行 うことになる。
…方,後 者 は組織 よ りも仕事 に対 して強 くコ ミッ トす る タイプであ る。一一・般 に,個 人の専 門的能力 に
対 する社会 的評 価 ・市場価値 が高 く,そ れが組織 か ら直接 得る誘 因 よ りも魅 力 的であ る場 合,個 人 は組
織 に属 しなが ら も専 門的能力 を発揮 す る仕事 を通 して欲求 を充足 しようとす る。
これ は,高 い専 門性 を持 った職種 において多 く見 られ る傾向で あ り,組 織の外部 の学会 や協 会への コ
ミ ッ トメ ン トが起 こ りやすい。 ただ し,こ の ような タイプ も組織 に依存 しない わけでは な く,組 織 内で
の地位や評 価 によって専 門の仕事 を行 う際の 自由 と独 立,権 限,経 済的支援 を得 ようとす る。 その点 に
おいて,組 織 との関わ り方が 「手段的」であ る。 この ような タイプの関 わ り方 を,太 田[5]は「プロフェッ
シ ョナル ・モ デ ル」(professionalmodel)と呼 んでい る。
プロフェ ッシ ョナル ・モデ ルにお ける組 織 は開放 系(opensystem)として認 識 されて お り,個 人の選
択肢 は組織外 部 に も開かれてい る。 そ して,外 部 の専 門家社 会 と彼の属 する組 織の両 方 にコ ミッ トして
いる。その ため,組 織 人モ デルの場合 の ように所属す る組織 に対 して 最大限 の貢献 を行 なお うとす るの
ではな く,限 定 的 な関わ りを持 つ こ とになる。
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6.2二 重の ロイヤ リテ ィ
組織 に対す る メンバ ーの コ ミッ トメ ン トに関 して,Gouldner脚瑚 は 「ロイヤ リティ」(準拠)の 概念か
らアプローチ してお り,「ロー カル」 と 「コスモポ リタン」 とい う2つ の タイプを指 摘 している。 これ ら
は,そ れぞれ太田15]の組織 人モ デル,プ ロフェッシ ョナル ・モ デルに対 応す る。Gouldnerが指摘 した 「ロ
ー カル」 は,所 属 組織 に対 して高い ロイヤ リテ ィを示 し,「コスモ ポ リタ ン」 は所属 組織外部の専 門家社
会に ロイヤ リテ ィを示す とされ る[6]。
当初,ロ ーカル(組 織 人モデル)と コスモ ポ リタ ン(プ ロフ ェッシ ョナル ・モ デル)は,ト レー ド ・
オフに近 い関係 と して捉 え られて きた。す なわ ち,コ スモ ポ リタンにおい て プロフェ ッシ ョナルの求め
る 自律性 と,ロ ーカルにお ける組織への統 合 との対立 という基 本的 ジ レンマ16〕によ り,ロ ーカル とコスモ
ポ リタ ンを両立す るこ とは困難であ る とす る考 え方で ある。 これ に対 して,近 年 は これ らの 「両立」 に
注 目 した研究 が多 くなってい る(例 えば,t6]・[7]・[251-[31])。この 「両 立」 は,組 織 のメ ンバーが ローカル志
向 とコスモポ リタ ン志向 を同時 に持つ こ とを意味 し,「二重 の ロイヤ リテ ィ」[6]と呼 ばれ る。
二重の ロ イヤ リテ ィに対 しては,否 定 的,中 立的,肯 定的 な研 究が存在 し,統 一的 な見解 は現在の と
ころ示 されてい ないが,上 記の歴史的位 置づ け によ り,否 定的 な見解か ら しだい に中立 的,肯 定的 な見
解 を示す研 究が多 くなって きてい る。 その背 景 には,産 業の 高度化 によ り,ロ ー カル(組 織 人)に 対 し
て も高い専 門性 が要求 され るようにな りつつ あ ること,お よび労働 者の高学歴 化 に よりローカルの特徴
を保持 しなが らも専門家社会 に ロイヤ リテ ィを示 す組織人が多 くな った こ とが要因 として存在 す る。 し
たが って,二 重 の ロイヤ リテ ィは多 くの場合,従 来の ロー カル(組 織 人モ デル)の 一部 が高い専 門性 を
持つ こ とに よって成立す る もの と考 え られ る。
6.3活 性人 モデル
筆者は従来 の研究[7]にお いて,組 織人 モデル とプロフェッシ ョナル ・モデルを統合 した 「活性 人モデル」
を提案 してい る。 これは,自 己の所 属 する組 織 と専 門家社会の両 方 に高 い コミ ッ トメ ン ト,ロ イヤ リテ
ィを示す とい う意味 において,上 記の 「二重の ロイヤ リテ ィ」 に対応 している。活性 人モデルの基礎 と
なる考 え方は,組 織人 モデル とプUフ ェッシ ョナル ・モデルの両立が高橋{19]・P9]の1-ichartにおける 「組
織活性化」 に相 当す るため,こ れ らの両立が組織 に とって重要 である とい うことであ る。 また,そ れが
筆者 らの 「組織 にお ける学 習の二面性 の概念 モデル」 川 にお ける幅広い参加 的学習 と専 門的学習の両方
を必要 とす るとい うことで ある。 したが って,活 性 人モ デル に よって表現 される重要 な示唆 は,組 織 に
お けるメ ンバーの活性化が組 織 と仕事 の両 方への コ ミッ トメ ン ト,専 門的学 習 と幅広 い参加的学 習の両
方への注 意の配分 に よって もた らされ る とい うことであ る。
活性人 モデル は,組 織 人モデル(ロ ーカル)と プロフェ ッシ ョナル ・モ デル(コ スモ ポ リタン)の 特
性 を両立 させ るメ ンバ ー を表現 したモ デルであ るため,こ の モデルでは,組 織 に対 す る関心 も仕 事 に対
す る関心 も高 く,組 織 に対 して積極的 に貢献 しよ うとす る と同時に 自己の スペ シャ リス トとしての社 会
的評価 も高め よ うとする。その際,こ れ らの両立の ために組織 に対す る 「最大限」の貢献 とい うわけ に
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はい かないが,与 え られた制 約の 中でで きる限 りの貢献 を しようとす る。
ここで 「活性 人」 と呼 ぶの は,組 織 人モデ ルとプロ フェ ッシ ョナル ・モデルの両立 が,高ts[18]・[19】の1
・-lchartにおけ る一体化度指 数 を高 め無 関心度指数 を低 めるこ と,す なわ ち組 織 「活性」化 を意味す るた
めで ある。活性 人モデ ルは,二 重の ロ イヤ リテ ィの ところで も述べ た よ うに,主 と して従来 の組織 人モ
デルの一 部が シフ トす る ことによって成立す る もの と考え られ【71,8節で述べ る 「RHによるイ ンセ ンテ
ィブの多様性」 との関連 において,重 要な視 点 を与 える もの である。 『'
活性 人 モデルの特徴 を まとめ る と,表1の よ うになる。
表1,活 性人 モデルの特徴[7]
項 目 特 徴
コ ミ ッ ト メ ン ト 組織と仕事の両方
⌒ 　　 一一ー 一
組織への関わ り方
一 一 一 一-ww--WT-w-一 「
目的的(プ ロフェ ッシ ョナル ・モ デルでは手段的)
一'体化度指数
－uw▼ ▼ ‥























当てはまるように思われる。そして,こ のことがジョブ ・ローテー ションと幅広い参加的学習を促進 し,
日本の半水平的組織特性を支えている・ また,「高いランク」の魅力が激 しい受験競争と昇進 ・昇格競争
をもたらし,その結果,人 的資本の理論が示す投資額を上回る投資 を教育訓練に対 し行なうことも多い。
すなわち,現在から将来にわたっての収益の総額の期待よりも多額の教育訓練投資を行 うことも十分 に
あ りうるわけである。
このような人的資本投資の理論か らの 「ずれ」を発生 させる要因は何であろうか?3節 では,こ れ
が高い地位を得ること自体の心理的価値であることを示唆 した。 ここでは,将来の収益の総額に対する




る。 さらに,自己の本属の学校への投資以外にも,上位の学校(高 校生であれば大学,中 学生であれば
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高校)へ の合格をめざして塾,予 備校,家 庭教師等 にも多額の費用 をかけている。これ らは,ス クリー
ニング仮説の示唆する 「人間の能力を高めるとい う本来の学校教育の目的にとって必要な水準以上に教'
育投資がなされる」ことはもとより,一般に学歴 と呼ばれるシグナルを社会に送ることが,将 来期待 さ










以上の ように,日 本では教育訓練投資,特 に学校教育への投資が必ず しも将来の収入の増加のみを期
待 しての ものではなく,高いランクを得ること自体が報酬(心 理的余剰価値)と なっているため〉 この
心理的価値の分だけ教育訓練に多額の費用をかけることもあ りうる。
8.RHに よ るインセ ンティブ拡張モデルの提案
8.1RHに よるインセ ンテ ィブ概 念の拡張
従来,RHに よるイ ンセ ンテ ィブの概念 は,企 業,公 共機 関等の組織で働 く 「労働 者」 を対 象 と して き
た。 しか し,前 節 で述べ た よ うに,RHに 対 す る心理 的余剰 価値 が就職以前 の 中学 ・高校 ・大 学 のRH
に対 して も存在 することをふ まえる と,そ れぞれの時点 でのRHを 考 えることがで きる。すなわ ち,所 属
す る学内 での成績 ・順位のRH,進 学 をめ ざす 高校 ・大 学の社会的評価 に よるRII,塾や予備校 での成績
・クラスのRH,就 職後 の役職 のRH等 で ある。
一方,一 般 に労 働者(社 会人)のRHに よる イ ンセ ンテ ィブ につ いて は,自 己の本 属 の組織 内のRH
に対す るもの として考 え られて きたが,自 己の本属 の組織外のRHに よるイ ンセ ンテ ィブ を考 える ことも
できる。例 えば,英 会話や コ ンピュー タの専 門学校 にお ける初級 ・中級 ・上級 とい ったRH,学 会 ・協 会
の評議委員 ・理事 ・会長 とい ったRH,趣 味の書道 や囲碁の級 ・段のRH等 である。 この ように,自 己の
本属 の組織外 に も,イ ンセ ンテ ィブあるい は誘 因 とな るべ きRHは 数多 く存在す る。 したがbて,RH
によるイ ンセ ンテ ィブは,従 来対 象 とされ て きた本属組織 内のみ な らず,も っ と広 い範 囲での多様 な存
在 と して捉 えることが で きる。
そ こで,本 研 究で はRHに よるイ ンセ ンテ ィブの概念 を次の2つ の側面か ら拡張 した 「RHによる イン
セ ンテ ィブ拡 張モ デル」 を提案 する。.
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1)就職後 の労働者 に とってのRHに よるイ ンセ ンテ ィブのみ な らず,就 職前 の学生 ・生徒のRHに よ
るイ ンセ ンテ ィブ も対 象 とす る。
2)自己の本 属の組織 内のRHに よるイ ンセ ンテ ィブの み ならず,外 部の専 門家 集団(例 えば学 会)に
おける地 位,専 門学校 ・各種 学校の クラス,趣 味 ・スポー ツにおける級 ・段 ・入賞等のRHに よる
インセ ンテ ィブ も対 象 とする。
これ によ り,従 来は 自己の本属 組織への コ ミッ トメ ン トを高め る と考 え られて きたRHに よるイ ンセ ン
テ ィブが,実 は組織 の外 部 に も存 在 し,こ れが仕事 や学業(本 研究 で は,「学 業」 を 「学 校の業」 として
で はな く,も っ と広 い意味での 「学 問 の業」 として用 い るこ とにす る)さ らには趣味 に対す る コ ミッ ト
メ ン トを高め るといった新 たな視点 を提 示す ることが可能 となる。 また,次 で述べ るよ うに,RHに よる
イ ンセ ンテ ィブ→組織人モ デルの単線的 な枠組 みだけで はRHに よる インセ ンテ ィブの位置づ けは不 十分
で あ り,RHに よるイ ンセ ンテ ィブ→ プロフ ェ ッシ ョナ ル ・モ デル,Rllによるインセ ンテ ィブ→活性 人
モデルの よ うな枠組 み も考慮 に入れ る必 要が ある こ とが示唆 され る。
8.2RHに よるインセ ンテ ィブ拡 張 モデ ル
本研究 では,RHに よる イ ンセ ンティブの概 念 を拡張 し,就 職前 の学生 ・生 徒のRHに よるイ ンセ ンテ
ィブや 自己の本属組織O'外部 に存在 するRHに よるイ ンセ ンテ ィブについて もその範囲 に含めて考え るこ
とに した。その意味 において,本 研究 でのRHに よるイ ンセ ンテ ィブ は多様 な存在 となる。そ こで,こ の
多様 な存在 としてのRHに よるイ ンセ ンテ ィブを上記 の2つ の側面の 組合せ によ り,Typc1～TyPe・1に分 類
し,下 記 の ような 「RHによるイ ンセ ンテ ィブ拡 張モ デル」 を提 案す る。
表2.RHに よ るインセ ンテ ィブ拡張 モデル
時点
組織
就 職 後 就 職 前 `
皿 一　 、 '…^=『 一
本属組織内 Typel Type2
(従来のRHに よる








Typelは,従来のRHに よるインセ ンテ ィブの概念に相当 し,自己の本属組織において高い地位を得る
ことのインセ ンティブである。 したがって,こ れにより本属組織内での昇進 ・昇格競争が発生する。 こ




Type2は,Type1を就職前に拡張 したRHに よる インセ ンテ ィブである。 したが って,本 属の組織が学校
であ る とい う点がTypelと異 なるが,自 己の本属 の組織(学 校)に おいて高 いラ ンクを得 ることの インセ
ンテ ィブであるとい う点では共通 している。 これによ り,学 内での評価 を高めるため に組織内(学 内)で
の競争が発生す る こともType1と同様であ る。
Type3は,自己の本属の組織外のRHが イ ンセ ンテ ィブ となる場合で あ り,自 己の仕事のRHに よる イ
ンセ ンテ ィブ と仕事以外 のRHに よるインセ ンテ ィブによ り構 成 される。前者 は,自 己 の仕事 に関連 した
専門家集団 〈学会,協 会 等〉 や専 門学校(英 会話,コ ンピュー タ等)で の ランクを高 め るための努力 を
促 し,6節 で述べ た 「プロフェ ッショナル ・モデル」へ と個人 を導 く。後 者は,趣 味 に代 表 される よう
な仕事以外 のランク(例 えば,書 道や囲碁の級 ・段,茶 道や花道の資格,ス ポー ツの大会での入賞等)を
高 め るため の努力 を促 す。 したがって,後 者は充 実 した余暇 を過 ごす こ とに対 す る関心 を高め る。 ただ
し,両 者 とも本属組織外 でのRHを め ぐる競争 を発生 させる点,お よび自己の本属 組織以外の ものへ のコ
ミッ トメン ト,ロ イヤ リテ ィを高める点では共通 している。
Type4は,Type3を就 職前 に拡張 したRHに よるイ ンセ ンティブである。 したがって,学 生 ・生徒か社会
人か とい う点がType3と異 なるが,自 己の本属の組織(学 校)外 において高 いラ ンクを得 るこ とのイ ンセ
ンテ ィブであ るとい う点 では共通 している。 また,仕 事 を学業 に置 き換 えれば,Type3と同様 に,学 業の
RHに よるイ ンセンテ ィブ と学業以外のRHに よるインセ ンテ ィブによ り構成 され,両 者 とも学外でのRH
をめ ぐる競争 を発 生 させ る。前者の典型的 な例が受験のための塾 ・予備校 にお ける偏差値 ・ク ラス等 の
RHに よる イ ンセ ンテ ィブであ る。 これにより,学 外 での激 しい受験競 争が展開 され てい ることは周知の
通 りである。 英語検 定の級 も前者 に相当す る。後者は,学 業以外での 高いラ ンクを得 ることの イ ンセ ン
テ ィブで あ り,ス ポー ツや芸 術 ・文化活動の大会,コ ンクー ルでの入賞 がこれ に相 当す る。 したが って,
後者 は放 課後の学内外 での活動 に対する関心 を高め る。
ここで 注意すべ きことは,Rllによるインセ ンテ ィブ拡張モ デルにおいて1人 の人間が4つ の タイプの
いずれ か1つ のみに分 類 される とは限 らない とい うことである。す なわち,Type1とType3の両方 に属 す
る場合(社 会人)やType2とType4の両方 に属する場合(学 生,生 徒)も あ るし,特 殊な場合には どの タ
イプに も属 さない こともあ りうる。 むしろ,RHに よるインセ ンテ ィブの概念を拡張 した ことに よ り,従
来の単線 的な枠 組みでは説明 しきれない特徴が見えて くる とい う意味 におい て,こ れ らの場 合は注 目に
値す る。RHに よるイ ンセ ンティブの概念が多様性 を持つの と同様 に,個 人に とってのRHに よるイ ンセ
ンテ ィブ も多様性 を持 っているのである。
9.組織におけるメンバーのコミットメントとRHによるインセンティブ拡張モデルの関係
ここで は,こ れまで の議論 を基 に,組 織 におけるメ ンバ ーの コミッ トメン トを表現 した組織 人モデル,
プロフェッシ ョナル ・モデル[5],二重の ロイヤ リテ ィ[6],活性 人モデルmと,本 研究 で提案 したRHに よ
る インセ ンテ ィブ拡張 モデルの関係 について検討す る。
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RHに よるイ ンセ ンテ ィブ拡張モ デルは,RHに よる インセ ンティブ の多様 性 を表現 して いるが,こ の
多様 性 は組織 にお けるメ ンバーの コ ミッ トメ ン ト,ロ イヤ リティの対象 と深 く関連 してい る。す なわ ち,
RHに よる イ ンセ ンテ ィブ拡張 モデル におけ る4つの タイプは組織 におけ るメ ンバ ーの コ ミッ トメ ン ト,
ロイヤ リテ ィを以下の ように特徴 づけ る。
Type1は,自己の本属の組織 において高 い地位 に就 くことが組織 か ら与 え られ るイ ンセ ンテ ィブであ り,
本属組 織 内での昇進 ・昇格競争 を発 生 させ るため,組 織に対 す るコ ミッ トメ ン ト,ロ イヤ リテ ィを高め
る働 きを持 つ。 したが って,組 織 の メンバー を 「組 織人モデ ル」 の方向へ と導 くこ とになる。 また,組
織 と して は内部昇進制モ デル,内 部労 働市場 が示 す特性 を強化す るこ とにつなが る。
Type2も,現在 の本属 組織(学 校)に 対 しては基本的 にTypelと同様 であるが,将 来期待 される本属組
織 も重 要 となる。すなわち,現 在 の組織 におけるRHは もちろん大切 であるが,将 来 自己が社会 にお ける
RHの どの位置 の組織(大 学,企 業)に 属 することになるかにつ いて も関心が高い場合が多い。 したが っ
て,現 在の組織 におけるRIIによるインセ ンテ ィブに よりそれに対 して高いコ ミッ トメ ン ト,ロ イヤ リテ
ィを示 すが,そ れは将 来の組織 に対するRHに よるイ ンセ ンテ ィブの予備的な もの となること もあ りうる。
こ こで 「予備 的」 とい うのは,現 在 の本属の組織 に対す る高い コ ミッ トメン ト,ロ イヤ リテ ィが,将 来
のRHの ための ものである とい う側面を持 つ場合 を意味す る。具体 的には,社 会的評 価の高 い大学 に入学
す るため に,現 在 の高校 での ランクを高め る努力 を行い,そ れ に よ り高校 と'いう組 織への コ ミッ トメン
ト,ロ イヤ リテ ィが高 くな ることが これ に相 当す る。 したが って,Type2のRHによるイ ンセ ンテ ィブを
考 える上 では,そ れが純 粋 に現在の本属組織 に対 す るコ ミッ トメ ン ト,ロ イヤ リテ ィなの か,そ れ と も
将 来 に対 す る予備的な ものなのかが,重 要な視点 となる。前 者の場合 はType1と同様 に組織人モデ ルへ と
導 くが,後 者の場合は現在 の組織 に対する コ ミッ トメ ン トも高めるが,学 業(こ れ は社会人 における 「仕
事 」 に相 当す る)へ の コミ ッ トメ ン トも高め る。そのため,後 者 の場合 は組織外(例 えば,塾,予 備校)
での活動 も活発 となる。 これ は,組 織 と仕事(学 業)の 両方 に対 して高い コ ミッ トメ ン トを示 す とい う
点(二 重 の ロイヤ リテ ィ)に おい て 「活性 人モデル」の対 象 となる。 また,こ れ に よ り社会人 の場合 よ
りも,活 性人 モデルの対象 となるメ ンバ ーの比 率が相対的 に高 くなる もの と考 え られ る。 ただ し,現 在
の組織 に対する コ ミットメン ト,ロ イヤ リテ ィが 「予備的」 な ものである とい うこ とが太 田固の い う 「手
段 的」 であ る とい う見方 も可能 であ り,そ の場 合 はプロフェ ッショナル ・モ デル,コ スモ ポ リタン とし
て擬 える こ とになる。 しか し,手 段的であ る以上 に組織 に対 して強 くコミッ トす る点,ま たType4にお け
る本属 組織外(塾,予 備校)に 対 する高 い コ ミッ トメ ン トと区別 す るとい う点 におい て,本 研 究で はこ
れ を活性 人 モデル,二 重の ロイヤ リテ ィと して捉 えるこ とにす る。
Type3では,組 織 の外 部 においてRHに よる インセ ンテ ィブが存在す るため,本 属 組織外へ の コ ミッ ト
メ ン ト,ロ イヤ リティが高 くなる。例 えば,学 会 や協会でのRH,書 道 ・囲碁 やスポー ツでのRHが これ
に相 当する。 この タイプは,前 述の ように,仕 事(専 門)に 関 してのRHに よる インセ ンテ ィブ と仕事以
外 でのRHに よるイ ンセ ンテ ィブに二分 され る。前者 は,当 然 なが ら仏事 に対 する コ ミッ トメ ン トを,ま
た後者 は(広 い意味 での)趣 味に対 するコ ミッ トメン トを高め る。その意味 か ら,前 者は太 田田のい うプ
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ロフェ ッシ ョナル ・モデル に相 当す る。後者 のみの場合 は,組 織 人モ デル,プ ロ フェ ッシ ョナ ル ・モデ
ル,活 性 人モ デルのいず れ に も該 当せず,趣 味 にコ ミッ トす る(い わゆ る 「趣味 に生 きる」)タ イプであ
る。そ して,充 実 した余暇 に最大の 関心があ り,仕 事 や組織は 自己の経 済的 安定以上 の もの とは な らな
い。 両者 とも多 くの場 合,本 属 組織 に対 す るコ ミッ トメン ト,ロ イヤ リテ ィを相対的 に低め るが,そ う
でない場合 もあ りうる。す なわ ち,組 織 に対す るコ ミッ トメン トと,仕 事あ るいは趣味 に対す る コ ミッ
トメ ン トの 両方が高 い場 合 である。 この うち,組 織 と仕 事の両 方 に対 して高い コ ミッ トメ ン トを示す場
合 は,二 重 の ロイヤ リテ ィを意味 し,筆 者の 「活性 人モデル」 に相 当す る。 これをRHに よるイ ンセ ンテ
ィブ拡張 モ デルの枠組 みの 中で考 え る と,TypelとType3の両方 に属 してい る ことに なる。す なわ ち,自
己の本属組織 内のRHに よる インセ ンティブに よ り組織 に対 してで きる限 りの貢献 を行 うと同時 に,本 属
組 織外のRHに よるイ ンセ ンテ ィブに より専 門能力を高 め ようとす るのであ る。 また,組 織 と趣味 の両 方
に対 して高 い コミッ トメ ン トを示す場 合は,組 織 人モデ ル(ロ ーカル)に 対 して趣味 への コ ミ ッ トメン
トが加 わっ た場合 であ る。 す なわ ち,組 織内 では組織 に対す る最大 限の貢献 を行い,プ ライベ イ トな時
間には 自己の趣味 に没頭す る タイプである。
Type4は,Type3の組織 を学校 に置 き換 えた ものであ るため,上 記の議論 が ほほ当て は まる。 したが っ
て,学 業(Type3にお ける仕事 に相 当す る)に 関するRHに よるイ ンセ ンテ ィブ と学業以外 の文化 ・スポ
ーツ等 のRHに よるイ ンセ ンテ ィブ に二分 され る。前 者 は学業 に対 す るコ ミッ トメ ン トを高 め,後 者 は
(広い意味 での)趣 味 に対 す るコ ミッ トメ ン トを高める。学外 にRHに よる イ ンセ ンテ ィブが存在す る こ
とに よって,多 くの場合,本 属 組織(学 校)へ の コ ミッ トメ ン ト,ロ イヤ リテ ィは相対 的 に低 くなる。
しか し,Type3と同様 に本 属組織 に対 して も高 い コミッ トメン ト,ロ イヤ リテ ィを示す場合 が重要 である。
す なわち,本 属組織 と学 業の両方 に対 して高 い コミッ トメン トを示 す場合 は 「活性 人モ デル」,本属組織
と趣味の 両方 に対 して高 い コ ミッ トメ ン トを示 す場合 は 「組織人 モデル」 プラス放課後 は 「趣味 に生 き
る」 タイプであ る。特 に,Type2でも述べ た ように,社 会人の場合 よ りも本属組織 と学 業の両方 に対 して
高 い コ ミッ トメ ン トが起 こ りやすい とい う点 は特徴的 である。 これは多 くの場 合,入 学試験 での合 格 を
め ざ して組織(学 校)内 での ランクを高 め る と同時 に,塾,予 備校 での ラ ンクを高め よ うとす る受験 競
争 に起 因 し,本 研究 で注 目 して きた スク リーニ ング仮説,RHに 対 する心理 的余剰価値,RHに よる イン
セ ンテ ィブの多様性 がすべ て当ては まる典 型的 な例 と して位 置づ けられ る。
ここ までの議 論 に よって,従 来 は労働者 の本属 組織 へ のコ ミッ トメ ン ト,ロ イヤ リテ ィを高め る と考
え られ て きたRHに よる インセ ンテ ィブが,実 は組織の外部や学 校 にも存 在 し,こ れ らが仕事 や学業 さら
には趣味 に対 する コ ミッ トメ ン トを高め る働 きを持 つ ことがわか る。す なわち,RHに よるインセ ンテ ィ
ブの多様 性が コ ミッ トメ ン トの多様 性 を もた らすのである。 また,RHに よるインセ ンテ ィブ→組織人モ
デ ルの単 線的 な枠 組みで はRHに よる インセ ンテ ィブの位置づ けは不十分で あ り,RHに よるインセ ンテ
ィブ→ プ ロフェ ッシ ョナル ・モデル,RHに よる インセ ンテ ィブ→活性人 モデルの ような枠組 み も考 える
必要が あ るこ とがわか る。 さらには,RHに よる インセ ンテ ィブ→趣味 に生 きる,充 実 した余 暇 を過 ごす




本研究 では,日 本 における激 しい受験競争,昇 進 ・昇格競争 に注 目 し,ス クリーニ ング仮 説田,人 的資
本投資 【21,ランク ・ヒエ ラルキーによるイ ンセ ンテ ィブ(RHに よるインセ ンテ ィブ)制 度[3],日本 の半
水平的組織構造 国,組 織 人モデル とプ ロフェ ッシ ョナル ・モ デル田,二 重の ロイヤ リテ ィ国,活 性 人モデ
ル[7}といった従来の研究 を通 して,RHの 価値,役 割 について検 討 した。 その際,上 記 の研 究のみでは説
明が不十 分 な面 に対 して,新 たに 「RHに対す る心理的余剰価値」,「RHによる インセ ンテ ィブ拡張 モデ
ル」 を提 示 し,
1)日本では教 育訓練投資,特 に学校教育へ の投資が必ず しも将来の収 入の増加のみ を期待 しての もの
ではな く,高 いラ ンクを得 るこ と自体が 報酬(心 理的余剰 価値)と なっているため,こ の心理 的価
値 の分 だけ教 育訓練 に多額の費用 をかけゐ こと もあ りうるこ と
2)従来,労 働者 の本属 の組 織(企 業,公 共 機関)に おいて存在 する とされて きたRHに よるインセ ン
テ ィブは,学 生 ・生 徒の本属 の組織(学 校)や それ らの組織の外 部に も存 在す る多様 な存在である
こ と
3)RHに よる インセ ンテ ィブの多様性が コミッ トメン ト,ロ イヤ リテ ィの多様性 を もたら し,RHに よ
るインセ ンテ ィブ→組織人モデルとい う従来の単線 的な枠組みのみな らず,RHに よるイ ンセ ンティ
ブ→ プロ フェッシ ョナル ・モ デル,RHに よる インセ ンテ ィブ一歩活性人 モ デル,さ らにはRHに よ
るイ ンセ ンテ ィブ ・ー充実 した余暇への コ ミッ トメン トのような枠 組み も視 野 に入れる必 要があ るこ
と
を指摘 した。これ らは,日 本 人の価値観 を捉 える際 の視点 となる と同時 に,日 本 の組織特性 を説明する
上で の 一・つの方向性 を示唆す る ものであ る と考 え られる。
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